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【議題１】
データヘルス計画にかかる令和３年度
保健事業実施状況および令和４年度実
施事業について
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機密性2

第2期データヘルス計画の概要

2

重症高血圧の割合（男性1.9％、女性0.7％）を１０％低下させ、
男性1.71％、女性0.63％にする上位目標

H27年度とR3年度の血圧リスク保有者の割合を比較し43.7％→41.5％にする
中位目標

下位目標
受診勧奨、特定保健指導、重症化予防事業、健康経営（コラボヘルス）の推進

☛ 重症高血圧とは…拡張期血圧が110/収縮期血圧が180ｍｍHg以上の方

☛ 血圧リスク保有者とは…拡張期血圧が85/収縮期血圧が130ｍｍHg以上の方（服薬者も含む）

10年以上経過後に達成する目標

6年経過後に達成する目標

データヘルス計画とは

医療保険の保険者が保有するレセプト・健診データなどを分析・活用し、加入者の皆様の健康状態の特性を踏まえた健康
づくりや重症化予防などの保健事業を実施していくための事業計画です。

第2期データヘルス計画 ⇒ 平成30年度～令和5年（6年間）の取組み



機密性2

第2期データヘルス計画の概要

 男女とも脳血管疾患による死亡率が高い

 幼少期からの肥満傾向が高い県民性がある

 運動不足（自動車通勤率 全国第3位）、塩分摂取過多（調理弁当購入率全国1位）、喫煙（習慣的喫煙男性 全国1位）

などの生活習慣が重なり、高血圧症になるリスクが高い

 健診を受けても受診行動につながらず重症化しやすい（未治療者割合〔※〕群馬支部：4.8％ 全国：3.9%）

〔※〕生活習慣病予防健診受診者のうち、血圧・血糖についての未治療者の割合

平成30年第2期データヘルス計画策定時資料による

背 景

課 題

☛ 血圧リスク保有率が年々増加しており、
健診受診者の約半数近くがリスク保有者
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受診勧奨

R3年度の計画 主な取り組み 取り組み状況
実績

（R3.9月末現在）

 生活習慣病予防健診実施

率を61％以上とする

（受診者数158,432人 /対象者

数推計 259,725人）

 健診機関増のための取組

 民間事業者を活用した受診勧奨

 制度周知を目的とした広報

 1機関と新規契約に向けて調整中

 1,200社（中規模以上）に対し民間事業者によ

る受診案内送付・電話勧奨を実施

 4,300社（小規模）に対し、受診案内送付

 加入事業所へ随時受診案内を送付

 75,112件（28.9％）

前年同期：65,474件(26.1％)

対前年同期比：＋9,638件

前々年同期：78,596件(31.7％)

対前々年同期比：▲3,484件

 事業者健診データ取得率を

10.0％以上とする

（受診者数25,973人 /対象者数

推計259,725人）

 民間事業者の活用や関係団体と

連携した事業者健診データの提

供勧奨の実施

 データ作成契約機関増の取組の

強化

 4,000社に対し事業者健診データの提供勧奨実

施

 事業者健診データ作成契約の可否のアンケート調

査を実施。年度当初より9機関増

事業所への紙媒体による健診結果提供についても

依頼を実施

 4,017件（1.5％）

前年同期：5,379件(2.1％）

対前年同期比：▲1,362件

前々年同期：4,312件(1.7％)

対前々年同期比：▲295件
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下位目標①

被保険者（本人）
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受診勧奨
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下位目標①

被保険者（本人）
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受診勧奨

R3年度の計画 主な取り組み 取り組み状況
実績

（R3.9月末現在）

 被扶養者の特定健診受診

率を30.1％以上とする

（受診者数21,999人 /対象者数

推計73,087人）

 がん検診との同時受診に関する

受診勧奨の実施

 経年や年齢区分による受診状況お

よびＧＩＳを活用した受診勧奨

の実施

 協会主催の集団健診の実施

 県外在住者への受診勧奨

 7市と連携し、32,120人に対して、同時受診を勧

奨する文書を発送

 50,000人を対象に、近隣の健診機関を案内する

受診勧奨を実施予定（2月）

 県内全域で、協会主催集団健診実施予定（1月

～3月）11月56,158人に対して案内送付

 県外在住者約9,000人に対する受診勧奨予定

（12月）

 7,315件（10.0%）

前年同期：4,584件(6.5％)

対前年同期比：＋2,731件

前々年同期：8,295件(11.4％)

対前々年同期比：▲980件
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下位目標①

被扶養者（家族）
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受診勧奨

R4年度 主な取り組み（案） 事業概要

生
活
習
慣
病
予
防
健
診

 健診機関との連携強化

 民間事業者を活用した受診勧奨

 制度周知を目的とした周知広報の実施

 健診機関で受診者数を増やす取り組みで工夫している施策等を聴取し、好

事例として他の健診機関へ展開するなど健診機関との連携強化を図る

 低受診率事業所に対し民間事業者を活用した文書・電話勧奨による受診勧

奨を行う

 新規加入事業所への制度周知案内を随時行う

事
業
者
健
診
デ
ー
タ
取
得

 民間事業者の活用や関係団体と連携した事業者健

診データの提供勧奨の実施

 データ作成契約機関増の取組の強化

 民間事業者を活用し文書・電話勧奨などにより事業者健診（定期健診）の

結果データの提供について勧奨を行う

 健診機関に対し、事業者（定期健診）結果データ作成及び契約締結の可否

について、契約締結を目的としたアンケートを実施する

 新スキーム（健診機関と事業所間の契約締結）の周知を行う

被
扶
養
者
の
特
定
健
診

 がん検診との同時受診に関する受診勧奨の実施

 経年や年齢区分による受診状況およびＧＩＳを活用

した受診勧奨の実施

 協会主催の集団健診の実施

 県外在住者への受診勧奨の実施

 健康宣言事業所の事業主と連携した受診勧奨の実施

 協定6市等で実施するがん検診と特定健診をセットで受診できることを記

載した受診勧奨案内の送付を行う

 ＧＩＳを活用し自宅近隣の健診実施機関を複数掲載した受診勧奨案内の送

付を行う

 受診機会拡大のため県内全域（約40会場）において集団健診を実施する

 県外在住者に対して在住県にて受診できることを記載した受診勧奨案内を

行う

 事業主名を明記した勧奨文書を被保険者経由で被扶養者に届ける
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下位目標①



機密性2

特定保健指導
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下位目標②

R３年度の計画 主な取り組み 取り組み状況
実績

（R３.9月末現在）

 被保険者 特定保健指導

（協会実施分）

実施率を10.0％ とする

（実施者数3,932人 /対象者

数推計39,463人）

 事業所に対する効率的な利用

勧奨

 協会によるICT面談拡大

 営業訪問の実施

 周知広報の強化

 感染予防を踏まえた特定保健指

導の実施

 実施困難な事業所に対する健

康サポート（文書・電話支援）

 訪問実績リストを活用した保健指導案内及び宣言事業

所への優先的な案内

 支部内ICT面談利用推奨強化

(10月末1,898件、前年同月比1,308件＋590件）

 営業訪問（宣言事業所含む事業所への受入要請）の

実施（10月末1社、11-12月67社予定）

 特定保健指導PRチラシ（漫画）による利用勧奨

 映像広告による広報強化予定

 1,128件(2.9%)

前年同期：834件(2.3%)

対前年同期比：+294件

前々年同期：1,399件(4.1％)

対前々年同期比：▲271件

 被保険者 特定保健指導

（委託分）

実施率を12.2％ とする

（実施者数4,817人 /対象者

数推計39,463人 ）

 外部委託推進、ICT利用推奨

 協会・委託機関との合同スキル

アップ研修や実践者会議等によ

る連携強化

 保健指導推進経費の活用

 専門機関への委託 訪問型：1,137件

ICT型：195件

継続支援型：127件

 健診機関との契約推進

（２年度より3機関増、11月現在5機関協議中）

 合同スキルアップ研修や実践者会議の実施(1月予定)

 保健指導推進経費を活用した実施機関への指導強化

（11月末現在5機関）

 987件(2.5％)

前年同期：1,078件(3.0％）

対前年同期比：▲91件

前々年同期：741件(2.2％)

対前々年同期比：＋246件

被保険者（本人）
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特定保健指導
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下位目標②

被保険者（本人） 令和3年度については９月末日現在
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特定保健指導
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下位目標②

R３年度の計画 主な取り組み 取り組み状況
実績

（R３.9月末現在）

 被扶養者 特定保健指導

実施率を 8.0％ とする

（実施者数157人 / 対象者数

推計1,958人 ）

 利用券未利用者への案内送付

 集団健診当日の保健指導実施

 利用券未利用者への案内送付

 指導受入のない健診機関での対象者へのICT面談案内

（10月末現在169件案内、初回2件実施）

 集団健診当日の保健指導実施予定（R4.2月、7会場）

 被保険者と合わせて特定保健指導の広報強化予定

 53件(2.7％)

前年同期：31件(1.5％）

対前年同期比：+22件

前々年同期：45件(2.7％)

対前々年同期比：+8件

被扶養者（家族） 令和3年度については９月末日現在

30 66 46 53 
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特定保健指導

R４年度 主な取り組み（案） 事業概要

【
協
会
実
施
分
】

被
保
険
者

特
定
保
健
指
導

 事業所に対する効率的な利用勧奨

 ICT面談利用の更なる促進

 営業訪問等の実施

 外部委託推進、ICT利用推奨

 協会・委託機関との合同スキルアップ研修や

実践者会議等による連携強化

 保健指導推進経費を活用した取組

 特定保健指導に係る映像広告等（広報）

 訪問実績リストを活用した保健指導案内及び宣言事業所への優先的な案内

 支部内ICT面談利用推奨と支部内実施体制の強化

 営業訪問（宣言事業所、医療機関への受入要請）の実施

 特定保健指導PRチラシ（漫画）および市販パンフを活用しての利用勧奨

 ホームページ・健診機関等での映像広告（広報強化）

【
外
部
委
託
分
】

被
保
険
者

特
定
保
健
指
導

 専門機関（訪問型、ICT型、継続支援型）への委託件数の増加

 特保未契約健診機関等との契約推進

 特保契約健診機関の好事例を他の特保契約健診機関へ展開

 合同スキルアップ研修または実践者会議による連携強化

 保健指導推進経費を活用した営業訪問（実施機関への指導強化）

被
扶
養
者

特
定
保
健
指
導

 利用券未利用者への案内送付

 集団健診当日の保健指導の拡大

 特定保健指導に係る映像広告（広報）

 利用券未利用者への案内送付

 指導受け入れない健診機関での対象者へのICT面談案内

 集団健診当日の保健指導実施の拡大

 被保険者と合わせて特定保健指導の広報強化
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下位目標②
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重症化予防事業
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下位目標③

R3年度の計画 主な取り組み 取り組み状況
実績

（R3.9月末現在）

 受診勧奨後3か月以内に医

療機関を受診した者の割合

を11.8％ 以上とする

 受診勧奨の強化・徹底

 受診しやすい環境整備

 群馬県糖尿病性腎臓病重

症化予防プログラムに基づ

いた受診勧奨

 周知広報の強化

 外部委託による二次勧奨

一次勧奨：本部

二次勧奨：支部

 外部委託による二次勧奨

（11月発送開始、3,000件予定）

 回答書提出者（近日中受診予定・受診予定な

し）への支部内二次勧奨

 未回答者への再勧奨の強化

 群馬県糖尿病性腎臓病重症化予防プログラムに

基づいた受診勧奨の徹底（10月末現在332件）

 医療機関情報提供（専門医リストの配付）

 地方紙および事業所向け広報誌にて広報

（6月・9月）

 4,653件

（一次勧奨対象者）

 1,221件

（二次勧奨対象者、再掲）

電話支援 73件

文書支援 374件

再勧奨 346件

●受診率 7.24％

（7月末現在）

 生活習慣病重症化予防策

を実施する

 重症化予防の保健指導の

実施

 県医師会等との連携を軸に

重症化予防継続支援対象

者の主治医等との連携を図

る

 群馬県糖尿病性腎臓病重症化予防プログラムの

保健指導フローに基づいて、生活習慣病の重症

化予防のための保健指導を実施する

 県プログラムに基づいた受診勧奨で得られた連

絡票を活用して主治医と連携する

 主治医との連携にあたっての情報提供に際して

は、覚書に則した文書料を支払う

●連絡票送付 290件

内 連絡票受領 30件
内 参加同意書 15件
内 保健指導 9件
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重症化予防事業

R4年度 主な取り組み（案） 事業概要

 未治療者受診勧奨

 外部委託による二次勧奨

 回答書提出者（近日中受診予定・受診予定なし）、未回答者への支部内二次勧奨

 群馬県糖尿病性腎臓病重症化予防プログラムに基づいた受診勧奨の徹底

 医療機関情報提供（専門医リストの配付）

 重症化予防対策

 群馬県糖尿病性腎臓病重症化予防プログラムの保健指導フローに則して、生活習慣病の重症化予防

のための保健指導を実施する

 県プログラムに基づいた受診勧奨で得られた連絡票を活用して主治医と連携する

 主治医との連携にあたっての情報提供に際しては、覚書に則した文書料を支払う
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下位目標③
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健康経営（コラボヘルスの推進）
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下位目標④

R3年度の計画 主な取り組み内容 取り組み状況
実績

（R3.9月末現在）

 健康事業所宣言事業所

を1,100社以上とする

 健康経営促進を目的とした関

係団体との連携を強化・拡大

する。

 外部委託業者を活用した勧奨

を実施する。

 健康経営セミナー等を開催し、

健康経営を普及促進する。

 前橋ウエルネス企業と生き活き健康事業所宣言の相互

認定を継続中。

 外部委託業者より、電話による宣言事業所エントリー勧

奨を実施。（8月～2,000社）

 大規模事業所への訪問勧奨を実施。（6月～）

 事業所カルテを同封した文書勧奨。（10月908社）

 健康経営セミナー開催予定。（2月頃）

 1030社（10月末）

参考：令和3年3月末時点

746社

 健康事業所宣言事業所

に対するポピュレーションア

プローチを行う

 アンケート及び事業所カルテ

を送付し、その結果に応じた

フォローアップを行う。

 取り組み事例集を作成し、健

康経営の取り組みを促進する。

 優秀な取り組みをしている事

業所の表彰を行う。

 アンケートによる取り組み状況確認。（4月）

 取り組み状況から、優秀な3社を表彰。（10月：群馬バ

ス、三幸機械、本州油化）

 事業所カルテ送付（11月217社）

 事業所の規模、健診受診、保健指導実施状況等を踏ま

え、文書または訪問によるフォローを実施。訪問時に血圧

リスク該当人数分のチラシを持参し、該当者への配付を依

頼。（11月～66社）

 宣言事業所から15社をピックアップし、取り組み事例を取

材のうえ、事例集を作成。（11月末納品）

 血圧リスク割合が減少している宣言事業所の取り組みを

分析予定。（1月頃）

 アンケート送付 4/15発
送600事業所 回答率
82.7％（496事業所）

・ 健康セミナー22社488名

・ 活動量計貸出 9社62名



機密性2

健康経営（コラボヘルスの推進）

R4年度 主な取り組み（案） 事業概要

 健康事業所宣言事業所数を拡大する

 健康経営促進を目的とした関係団体との連携を強化・拡大する。

 外部委託業者を活用した勧奨を実施する。

 健康経営セミナー等を開催し、健康経営を普及促進する。

 健康事業所宣言事業所に対するポピュレーション

アプローチを行う

 アンケート及び事業所カルテを送付し、その結果に応じたフォローアップを行う。

 取り組み事例集を作成し、健康経営の取り組みを促進する。

 優秀な取り組みをしている事業所の表彰を行う。

15

下位目標④
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【議題2】

被扶養者の特定健診受診率向上対策
について

16
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議題２ 被扶養者の特定健診受診率向上対策について

被扶養者の特定健診の現状（R2年度ベース）

健診対象
70,039人

対前年度比
▲731人

健診実施
23.5％

16,459人
対前年度比
▲2.9%
▲2,233人

健診
未受診
又は
未確認
76.5％

53,580人

＜特定健診受診率向上＞

・ 特定健診の制度周知

・ 被扶養者の受診機会の拡大

・ 例年受診の習慣化

38.0%
42.6%

25.5%

26.4%

0%

20%

40%

60%

全国 群馬

R1特定健診実施率比較

国保加入者

協会被扶養者

出典：令和元年度 事業報告書
令和元年度 市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況報告書
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議題２ 被扶養者の特定健診受診率向上対策について

〔参考〕 支部別市町村別比較表

受診率 受診者数 被扶養者数
前橋市 32.3% 4,184 12,962
高崎市 22.6% 3,131 13,825
桐生市 23.0% 1,085 4,719
伊勢崎市 22.7% 1,735 7,658
太田市 21.4% 1,520 7,119
沼田市 28.3% 508 1,794
館林市 18.2% 480 2,633
渋川市 22.2% 692 3,116
藤岡市 21.2% 521 2,463
富岡市 26.7% 499 1,872
安中市 25.8% 599 2,319
みどり市 19.5% 421 2,159
北群馬郡榛東村 28.3% 181 639
北群馬郡吉岡町 21.5% 180 836
多野郡上野村 44.4% 15 34
多野郡神流町 32.4% 20 62
甘楽郡下仁田町 19.1% 45 235
甘楽郡南牧村 47.9% 17 36
甘楽郡甘楽町 23.5% 135 576
吾妻郡中之条町 28.2% 156 553
吾妻郡長野原町 28.1% 58 206
吾妻郡嬬恋村 24.2% 69 285
吾妻郡草津町 25.7% 61 237
吾妻郡高山村 24.9% 31 124
吾妻郡東吾妻町 27.7% 141 508
利根郡片品村 48.3% 82 170
利根郡川場村 39.5% 49 124
利根郡昭和村 23.0% 48 209
利根郡みなかみ町 25.0% 188 753
佐波郡玉村町 28.2% 437 1,552
邑楽郡板倉町 25.2% 114 452
邑楽郡明和町 24.1% 91 377
邑楽郡千代田町 22.3% 97 435
邑楽郡大泉町 17.6% 248 1,410
邑楽郡邑楽町 29.0% 266 916

市町村名 被扶養者

出典：健診・保健指導カルテ【参考資料】支部別市町村別比較表（R1年度）
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議題２ 被扶養者の特定健診受診率向上対策について

実施している受診率向上対策（R3年度）

自宅近隣の健診機関を複数掲載した前年度
の受診状況に応じた勧奨案内を未受診者へ
送付。
勧奨対象者：県内在住の約50,000人
R1受診者数：831名（5％）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

① 年度当初の案内

7市と連携し、受診勧奨文書を未受診者へ
送付。
勧奨対象者：連携市在住の約30,000人
R2受診者数：318名（1.9％）

⑤ GISを活用した受診勧奨

年度末、県内約35の会場で協会主催の集団健診を
実施。
勧奨対象者：県内在住の約55,000人
R2受診者数：3,170名（19.3%）

③ 協会主催の集団健診の実施

④ 県外在住者への受診勧奨

県外在住の群馬支部加入者に対する
受診勧奨を実施
勧奨対象者：県外在住の約9,000人

案内発送 集団健診実施期間

今年度の特定健診案内・受診
券・健診実施機関一覧を同封
し被扶養者へ送付。
対象者：約70,000人

② 特定健診とがん検診の
同時受診勧奨
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議題２ 被扶養者の特定健診受診率向上対策について

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

事業所へ案内発送
・連名事業への参加確認

追加で実施を検討している受診率向上対策（R4年度）

事業概要：事業所と連携し事業主名を明記した特定健診受診案内を事業所経由で被扶養者へ配布する。
事業所かつ被保険者を経由することで、通常と異なる角度からの受診勧奨を行うことで行動変容に繋げる
ことを目的とする。
対象事業所→宣言事業所のうち被扶養者受診率の低い事業所

被扶養者受診率 0〜29% 30〜49% 50〜69% 70%以上 対象者0

宣言事業所数 559 164 107 49 151

対象者数 7,441名 2,234名 566名 83名 0名

＜宣言事業所の内訳＞

連名事業へ参加いただける
事業所へ被扶養者への案内
チラシを発送

10月以降、宣言事業所より対象被扶養者
へ案内チラシを配布いただく。
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議題２ 被扶養者の特定健診受診率向上対策について

配布チラシ（案）


